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More than one year has passed after the East Japan 
Earthquake Disaster on the 11th of March in 2011, the 
uncertainty about the safety of nuclear plant due to striking 
of earthquake and tsunami was pointed out by researchers 
and the mass media. Many people are arguing about the 
safety of nuclear plant since then.  In this report, the pros 
and cons of the resuming of operations of nuclear plant after 
the periodic inspections of it is described from the scientific 
point of view, predicting the optimum cost needed to secure 
the safety of nuclear plant on the base of the mathematical 












して成立しないということを、文献 ［ 1 ］で科学的観点から論
及した。








































































































































温室効果ガスを 2020 年までに 25％削減する目標を掲げ、原発




















































　⑴ 1a ＝（ 電力不足が起きた場合の損害額）×（電力不足が起きる
確率）
　⑵ 2a ＝（ 原発事故が起きた場合の損害額で、損害賠償金を含む）
×（原発事故が起きる確率）

























方が経済的に合理的な選択であるとすれば、前述の A と B から、
次式で表すことができる。
　 4321321 bbbbaaa +++<++ 　ならば、再稼働は是　（1 − 1 ）
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          Fig.1 原発再稼働の是非に関する数理モデル 
 




府の信頼を裏切り、原発事故を起こしてしまう場合 ( )1P  
Case2 ：安全対策が十分であったため、日本政府の信頼に応え































































=                (3-1) 
  ただし、 DC ：原発建屋が崩壊し、原発事故を起こしたとき
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本政府の信頼に応えて 定的に稼働 場合 相当する。 
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  ただし、 DC ：原発建屋が崩壊し、原発事故を起こしたとき
　　　　　　　　　　　　（3 − 1 ）
　　　　　　　　　　





   準案に基づいて実施される新たな安全対策 
   に要する費用を含む、または原発の建設費 
lPf / ：再稼働後に、原発事故を起こす確率 
尚、原発のような重要建築物の場合は 1,, >lmn で



























































たす 21, PP の中から一つの組み合わせを選ぶことは大変複雑であ










( ) 22121 PmCPmCnCCT ++=  ⇒  最小化       (3-2) 
2211 lnln PPPPH −−=     ⇒  最大化     (3-3) 
条件式： 121 =+ PP  
  ただし、 TC ：初期投資額の期待値 
      H ：情報論的エントロピー 
1P：Case1の事象が生起する場合で、 1nC と 2mC の
和の中で損害賠償等のために必要な費用が占
める比率を表す配分確率 
      2
P ：Case2 の事象が生起する場合で、 2mC の中で
安全確保を図るうえで必要な費用が占める比
率を表す配分確率  
尚、 1== mn の場合の 1P , 2P は一般構造物の
配分確率  
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尚、原発のような重要建築物の場合は 1,, >lmn であり、
1=== lmn の場合は一般建築物を表す。
　（ 3 − 1 ）式は前記の A で示した原発再稼働を是とした場合
に予想される損害額の期待値である。（1 − 1 ）式の 1a の損害額
の期待値は（ 3 − 1 ）式の右辺と比べて十分小さいと見なして
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(3-1)式は前記の(A)で示した原発再稼働を是とした場合に予想
される損害額の期待値 ある。(1-1)式の 1a の損害額の期待値は
(3-1)式の右辺と比べて十分小さいと見なして無視する。(3-1)式の






















































す 21, PP の中から一つの組み合わせを選ぶことは大変複雑であ
り、困難でもある。このような場合、Case1 と Case2 のそれぞ
れの事象系が有するあいまい性が最大、すなわち一番複雑な事象
を表す最大エントロピー事象を想定しておくことは賢明である
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(3-4)式の 21, PP に関する 2 回微分は正であるから、最小値は存
は原発建設費になる。種々の技術開発のた
めの研究費は建設費に含まれる。
　（ 3 − 1 ）式の全損害額の期待値は、原発再稼働による事業
をおこすときに予想される出費の期待値でもある。この出費は
事業開始時の初期投資額と見なすこともできるから、（ 3 − 1 ）
式と同様な表現式を用いて初期投資額を表すことは可能である。
それ故、初期投資額を APPENDIX の （A − 1 ）式で表される
ものとしょう。無論 このような表現式を用いることで一般性
が失われることはない。







2mC ：再稼働時の の残存価値で、暫定安全基 
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かという問題に置換するために、 （A − 2 ）式のように変形する。
（A − 2 ）式の右辺の第 1 項は、Case1 の事象が生起したときの
賠償金等に必要な費用 して予想される事故処理対策費であり、













　賛成派の初期投資を早く回収したいという欲求は、 （A − 2 ）
式で表される初期投資額の期待値 TC を最小にすることで事業利
益を確保し、回収を早めることができるものとすれば、そのと
















式を満たす 21, PP の中から一つの組み合わせを選ぶことは大変複














   準案に基づいて実施される新たな安全対策 
   に要する費用を含む、または原発の建設費 
lPf / ：再稼働後に、原発事故を起こす確率 
尚、原発のような重要建築物の場合は 1,, >lmn で



























































たす 21, PP の中から一つの組み合わせを選ぶことは大変複雑であ










( ) 22121 PmCPmCnCCT ++=  ⇒  最小化       (3-2) 
2211 lnln PPPPH −−=     ⇒  最大化     (3-3) 
条件式： 121 =+ PP  
  ただし、 TC ：初期投資額の期待値 
      H ：情報論的エントロピー 
1P：Case1の事象が生起する場合で、 1nC と 2mC の
和の中で損害賠償等のために必要な費用が占
める比率を表す配分確率 
      2
P ：Case2 の事象が生起する場合で、 2mC の中で
安全確保を図るうえで必要な費用が占める比
率を表す配分確率  
尚、 1== mn の場合の 1P , 2P は一般構造物の
配分確率  





CF T=   ⇒  最小化              (3-4) 
  条件式； 121 =+ PP  
 
(3-4)式の 21, PP に関する 2 回微分は正であるから、最小値は存
　  　 　　　　（3 − 2）
　　　　　　　　　　　　　　　　 ⇒　 　　　　（3 − 3）









   準案に基づいて実施される新たな安全対策 
   に要する費用を含む、または原発の建設費 
lPf / ：再稼働後に、原発事故を起こす確率 
尚、原発のような重要建築物の場合は 1,, >lmn で

















額を APPENDIXの (A-1)式 表されるものとしょう。無論、こ
のような表現式を用いることで一般性が失われることはない。 
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　　　　　　　　  1==n 場合の 1P 2
の配分確率　
　（3 − 2 ）式と（3 − 3 ）式を同時に満足させる式は、次式で
表現されるとしても矛盾は生じない。
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上式から得られる 21, PP を最適配分確率 optopt PP ,2,1 , とすれば、次式
になる。 





















































































       (3-6)  
  ただし、 optoptoptopt PPPPH ,2,2,1,1 lnln −−=  
さらに、上式から次式が得られる。 




















































 最初に、 2mC が建設費を表す場合について述べる。それ故、こ
の費用の中には新たな安全対策費は含まれない。 
表 1 は(3-6)式から得られる optopt PP ,2,1 , と一般建築物（ 1=K ）
を対象にして、 21221 /,/,/)( CCCCCCC TT+ のそれぞれの比率を表
にして示した。この表から 21 /CC が大きいほど、すなわち一般建
築物の建設費と比べて一般建築物が崩壊したときの損害賠償金
等が大きくなるほど、 optP ,2 が大きくなり安全確保を図るうえで
多額の資金を建設費の中に組み込まなければならないことを意




表 1 1=K の場合の最適配分確率 
optP ,1  optP ,2  
TC







0.1 0.9 7.084 0.324 20.86 
0.15 0.85 4.486 0.385 10.65 
0.2 0.8 3.218 0.445 6.23 
0.25 0.75 2.496 0.511 3.88 
0.3 0.7 1.970 0.584 2.37 
0.35 0.65 1.622 0.665 1.44 
0.4 0.6 1.361 0.759 0.79 
0.45 0.55 1.161 0.869 0.34 
0.5 0.5 1.0 1.0 0.0 
0.55 0.45 0.869 1.161 ー 
0.6 0.4 0.759 1.361 ー 
0.65 0.35 0.665 1.622 ー 
0.7 0.3 0.584 1.970 ー 
0.75 0.25 0.511 2.496 ー 
0.8 0.2 0.445 3.218 ー 
0.85 0.15 0.385 4.486 ー 









21 /CC の比率で表されるものとすれば、表 1から 21 /CC が 10の
ときの optP ,2 の値は 0.844(84.4%)になる。これは、一般建築物の
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上式から得られる 21, PP を最適配分確率 optopt PP ,2,1 , とすれば、次式
になる。 





















































































       (3-6)  
  ただし、 optoptoptopt PPPPH ,2,2,1,1 lnln −−=  
さらに、上式から次 が得られる。 
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0.4 0.6 1.361 0.759 0.79 
0.45 0.55 1.161 0.869 0.34 
0.5 0.5 1.0 1.0 0.0 
0.55 0.45 0.869 1.161 ー 
0.6 0.4 0.759 1.361 ー 
0.65 0.35 0.665 1.622 ー 
0.7 0.3 0.584 1.970 ー 
0.75 0.25 0.511 2.496 ー 
0.8 0.2 0.445 3.218 ー 
0.85 0.15 0.385 4.486 ー 









21 /CC の比率で表されるものとすれば、表 1から 21 /CC が 10の
ときの optP ,2 の値は 0.844(84.4%)になる。これは、一般建築物の





　　　　　　　　　　　（3 − 5 ）
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上式から得られる 21, PP を最適配分確率 optopt PP ,2,1 , とすれば、次式
になる。 





















































































       (3-6)  
  ただし、 optoptoptopt PPPPH ,2,2,1,1 lnln −−=  
さらに、上式から次式が得られる。 




















































 最初に、 2mC が建設費を表す場合について述べる。それ故、こ
の費用の中 は新たな安全対策費は含まれな 。 
表 1 は(3-6)式から得られる optopt PP ,2,1 , と一般建築物（ 1=K ）
を対象にして、 21221 /,/,/)( CCCCCCC TT+ のそれぞれの比率を表
にして示した。この表から 21 /CC が大きいほど、すなわち一般建
築物の建設費と比べて一般建築物が崩壊したときの損害賠償金
等が大きくなるほど、 optP ,2 が大きくなり安全確保を図るうえで
多額の資金を建設費の中に組み込まなければならないことを意




表 1 1=K の場合の最適配分確率 
optP ,1  optP ,2  
TC







0.1 0.9 7.084 0.324 20.86 
0.15 0.85 4.486 0.385 10.65 
0.2 0.8 3.218 0.445 6.23 
0.25 0.75 2.496 0.511 3.88 
0.3 0.7 1.970 0.584 2.37 
0.35 0.65 1.622 0.665 1.44 
0.4 0.6 1.361 0.759 0.79 
0.45 0.55 1.161 0.869 0.34 
0.5 0.5 1.0 1.0 0.0 
0.55 0.45 0.869 1.161 ー 
0.6 0.4 0.759 1.361 ー 
0.65 0.35 0.665 1.622 ー 
0.7 0.3 0.584 1.970 ー 
0.75 0.25 0.511 2.496 ー 
0.8 0.2 0.445 3.218 ー 
0.85 0.15 0.385 4.486 ー 









21 /CC の比率で表されるものとすれば、表 1から 21 /CC が 10の
ときの optP ,2 の値は 0.844(84.4%)になる。これは、一般建築物の
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上式から得られる 21, PP を最適配分確率 optopt PP ,2,1 , とすれば、次式
になる。 





















































































       (3-6)  
  た optoptoptopt PPPPH ,2,2,1,1 lnln −−=  
さらに、上式から次式が得られる。 






























nK = で、 21 /CC の倍率を表す 





















 最初に、 2mC が建設費を表す場合について述べる。それ故、こ
の費用の中には新たな安全対策費は含まれない。 
表 1 は(3-6)式から得られる optopt PP ,2,1 , と一般建築物（ 1=K ）
を対象にして、 21221 /,/,/)( CCCCCCC TT+ のそれぞれの比率を表
にして示した。この表から 21 /CC が大きいほど、すなわち一般建
築物の建設費と比べて一般建築物が崩壊したときの損害賠償金
等が大きくなるほど、 optP ,2 が大きくなり安全確保を図るうえで
多額の資金を建設費の中に組み込まなければ らないこと 意




表 1 1=K の場合の最適配分確率 
optP ,1  optP ,2  
TC







0.  0.9 7.084 0.324 20.86 
0.15 0.85 4.486 0.385 10.65 
0.2 0.8 3.218 0.445 6.23 
0.25 0.75 2.496 0.511 3.88 
0.3 0.7 1.970 0.584 2.37 
0.35 0.65 1.622 0.665 1.44 
0.4 0.6 1.361 0.759 0.79 
0.45 0.55 1.161 0.869 0.34 
0.5 0.5 1.0 1.0 0.0 
0.55 0.45 0.869 1.161 ー 
0.6 0.4 0.759 1.361 ー 
0.65 0.35 0.665 1.622 ー 
0.7 0.3 0.584 1.970 ー 
0.75 0.25 0.511 2.496 ー 
0.8 0.2 0.445 3.218 ー 
0.85 0.15 0.385 4.486 ー 









21 /CC の比率で表されるものとすれば、表 1から 21 /CC が 10の
ときの optP ,2 の値は 0.844(84.4%)になる。これは、一般建築物
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21, PP optopt PP ,2,1 ,
 

















































































       (3-6)  
  だし、 optoptoptopt PPPP ,2,2,1,1 lnln −−=  
 





















CK                      (3-7) 
  
 
















1 (3-6) optopt PP ,2,1 , 1=K







1 1=K  
optP ,1  optP ,2  
TC







0.1 0.9 7.084 0.324 20.86 
0.15 0.85 4.486 0.385 10.65 
0.2 0.8 3.218 0.445 6.23 
0.25 0.75 2.496 0.511 3.88 
0.3 0.7 1.970 0.584 2.37 
0.35 0.65 1.622 0.665 1.44 
0.4 0.6 1.361 0.759 0.79 
0.45 0.55 1.161 0.869 0.34 
0.5 0.5 1.0 1.0 0.0 
0.55 0.45 0.869 1.161  
0.6 0.4 0.759 1.361  
0.65 0.35 0.665 1.622  
0.7 0.3 0.584 1.970  
0.75 0.25 0.511 2.496  
0.8 0.2 0.445 3.218  
0.85 0.15 0.385 4.486  




21 /CC 1 21 /CC 10









nK = で、 21 /CC
　　　　　　 1=K の場合は一般建築物を表す
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上式から得られる 21, PP を最適配分確率 optopt PP ,2,1 , とすれば、次式
になる。 





















































































       (3-6)  
  ただし、 optoptoptopt PPPPH ,2,2,1,1 lnln −−=  
さらに、上式から次式が得られる。 


















































再稼働の是非 判断を下 ことにする。 
 最 に、 2mC が建設費を表す場合について述べる。それ故、こ
の費用の中には新たな安全対策費は含まれない。 
表 1 は(3-6)式から得られる optopt PP ,2,1 , と一般建築物（ 1=K ）
を対象にして、 21221 /,/,/)( CCCCCCC TT+ のそれぞれの比率を表
にして示した。この表から 21 /CC が大きいほど、すなわち一般建
築物の建設費と比べて一般建築物が崩壊したときの損害賠償金
等が大きくなるほど、 optP ,2 が大きくなり安全確保を図るうえで
多額の資金を建設費の中に組み込まなければならないことを意




表 1 1=K の場合の最適配分確率 
optP ,1  optP ,2  
TC







0.1 0.9 7.084 0.324 20.86 
0.15 0.85 4.486 0.385 10.65 
0.2 0.8 3.218 0.445 6.23 
0.25 0.75 2. 96 0.511 3.88 
0.3 0.7 1.970 0. 84 2.37 
0.35 0.65 1.622 0.665 1.44 
0.4 0.6 1.361 0.759 0.79 
0.45 0.55 1.161 0.869 0.34 
0.5 0.5 1.0 1.0 0.0 
0.55 0.45 0.869 1.161 ー 
0.6 0.4 0.759 1.361 ー 
0.65 0.35 0.665 1.622 ー 
0.7 0.3 0.584 1.970 ー 
0.75 0.25 0.511 2.496 ー 
0.8 0.2 0.445 3.218 ー 
0.85 0.15 0.385 4.486 ー 









21 /CC の比率で表されるものとすれば、表 1から 21 /CC が 10の
ときの optP ,2 の値は 0.844(84.4%)になる。これは、一般建築物の























2mC ：再稼働時の原発の残存価値 、暫定安全基 
   準案に基づいて実施される新たな安全対策 
   に要する費用を含む、または原発の建設費 
lPf / ：再稼働後に、原発事故を起こす確率 
尚、原発のような重要建築物の場合は 1,, >lmn で
あり、 1=== lmn の場合は一般建築物を表す。 
 
(3-1)式は前記の(A)で示した原発再稼働を是とした場合に予想
される損害額の期待値である。(1-1)式の 1a の損害額 期待値は
(3-1)式の右辺と比べて十分小さいと見なして無視する。(3-1)式の






















































たす 21, PP の中から一つの組み合わせを選ぶことは大変複雑であ










( ) 22121 PmCPmCnCCT ++=  ⇒  最小化       (3-2) 
2211 lnln PPPPH −−=     ⇒  最大化     (3-3) 
条件式： 121 =+ PP  
  ただし、 TC ：初期投資額の期待値 
      H ：情報論的エントロピー 
1P：Case1の事象が生起する場合で、 1nC と 2mC
和の中で損害賠償等のために必要な費用が占
める比率を表す配分確率 
      2
P ：Case2 の事象が生起する場合で、 2mC の中で
安全確保を図るうえで必要な が占める比
率を表す配分確率  
尚、 1== mn の場合の 1P , 2P は一般構造物の
配分確率  





CF T=   ⇒  最小化              (3-4) 
  条件式； 121 =+ PP  
 
(3-4)式の 21, PP に関する 2 回微分は正であるから、最小値は存
が建設費を表す場合について述べる。それ故、
この費用の中には新たな 策費は含まれない。
　表1 （3−6）式から得られる optopt PP ,2,1 , と一般建築物（ 1=K ）
を対象にして、 21221 /,/,/)( CCCCCCC TT+ のそれぞれの比率を
表にして示した。この表から 21 /CC が大きいほど、すなわち一
般建築物の建設費と比べて一般建築物が崩壊し ときの損害賠
償金等が大きくなるほど、 optP ,2 が大きくなり安全確保を図るう
原子力発電所再稼働の是非　43
えで多額の資金を建設費の中に組み込まなければならないこと















0.1 0.9 7.084 0.324 20.86
0.15 0.85 4.486 0.385 10.65
0.2 0.8 3.218 0.445 6.23
0.25 0.75 2.496 0.511 3.88
0.3 0.7 1.970 0.584 2.37
0.35 0.65 1.622 0.665 1.44
0.4 0.6 1.361 0.759 0.79
0.45 0.55 1.161 0.869 0.34
0.5 0.5 1.0 1.0 0.0
0.55 0.45 0.869 1.161 −
0.6 0.4 0.759 1.361 −
0.65 0.35 0.665 1.622 −
0.7 0.3 0.584 1.970 −
0.75 0.25 0.511 2.496 −
0.8 0.2 0.445 3.218 −
0.85 0.15 0.385 4.486 −








メータは 21 /CC の比率で表されるものとすれば、表 1 から 21 /CC
が 10 のときの optP ,2 の値は 0.844（ 84.4%）になる。これは、一






表 2　 optP ,2 の値（ 10/ 21 =CC 0、単位：％）
K 1 2 3 4 5 6
optP ,2 84.4 89.4 92.1 93.5 94.5 95.2
　表 2 は 10/ 21 =CC 0, 6,5,4,3,2,1=K で、原発のような重要建築
物の場合の optP ,2 の値を示した。 K は建築物の重要度を 21 /CC
の倍率で表したパラメータである。 1=K は一般建築物の場合
であり、前述のように、 10/ 21 =CC 0 に対する optP ,2 の値は 84.4%





れ故、一般建築物の 21 /CC よりさらに 2 〜 6 倍大きくなる場合
を表す 1=K 2,…,6 のときの optP ,2 を示した。そのときの値はそれ





   準案に基づいて実施される新たな安全対策 
   に要する費用を含む、または原発の建設費 
lPf / ：再稼働後に、原発事故を起こす確率 
尚、原発のような重要建築物の場合は 1,, >lmn で



























































たす 21, PP の中から一つの組み合わせを選ぶことは大変複雑であ










( ) 22121 PmCPmCnCCT ++=  ⇒  最小化       (3-2) 
2211 lnln PPPPH −−=     ⇒  最大化     (3-3) 
条件式： 121 =+ PP  
  ただし、 TC ：初期投資額の期待値 
      H ：情報論的エントロピー 
1P：Case1の事象が生起する場合で、 1nC と 2mC の
和の中で損害賠償等のために必要な費用が占
める比率を表す配分確率 
      2
P ：Case2 の事象が生起する場合で、 2mC の中で
安全確保を図るうえで必要な費用が占める比
率を表す配分確率  
尚、 1== mn の場合の 1P , 2P は一般構造物の
配分確率  





CF T=   ⇒  最小化              (3-4) 
  条件式； 121 =+ PP  
 




表 2 optP ,2 の値（ 10/ 21 =CC 、単位：％） 
K  1 2 3 4 5 6 
optP ,2  
84.4 89.4 92.1 93.5 94.5 95.2 
 
表 2は 10/ 21 =CC , 6,5,4,3,2,1=K で、原発のような重要建築物
の場合の optP ,2 の値を示した。 K は建築物の重要度を 21 /CC の倍
率で表したパラメータである。 1=K は一般建築物の場合であり、
前述のように、 10/ 21 =CC に対する optP ,2 の値は 84.4%である。





一般建築物の 21 /CC よりさらに 2~6 倍大きくなる場合を表す














































K は 2 より大きくなると想定しても自然であろう。言い換えれ
ば、 K が 2 より大きい損害額の支払いを回避するために、新た
な安全対策を講じたと云うことになる。 
ここで、大飯原発建設時に想定した損害額として 2=K を仮定
すれば、新たな安全対策後の損害額 6,5,4,3=K に対する optP ,2 の
増加分、すなわち新たな安全対策費は、表 2から 2.7%,4.1%,5.1%, 
5.8%になる。金額にすると、それぞれ 94.5 億円、143.5億円、
178.5億円、203億円になる。因みに、福島原発事故後の安全対
策のための見込額は、公表分だけで原発 50 基に対して計 5000
億円に達し、1基当たり概ね 100億円（尚、 関西電力は 11基で、
2000 億円超) 程度になっていることを考えると、少し乱暴な解




想定して 3=K とすれば、同様にして 6,5,4=K に対する optP ,2 の
増加分は、金額にするとそれぞれ 49億円、 84億円、 108.5億




































   準案に基づいて実施される新たな安全対策 
   に要する費用を含む、または原発の建設費 
lPf / ：再稼働後に、原発事故を起こす確率 
尚、原発のような重要建築物の場合は 1,, >lmn で
あり、 1=== lmn の場合は一般建築物を表す。 
 
(3-1)式は前記の(A)で示した原発再稼働を是とした場合に予想
される損害額 期待値である。(1-1)式の 1a の損害額の期待値は
(3-1)式の右辺と比べて十分小さいと見なして無視する。(3-1)式の






















































す 21, PP の中から一つの組み合わせを選ぶことは大変複雑であ










( ) 22121 PmCPmCnCCT ++=  ⇒  最小化       (3-2) 
2211 lnln PPPPH −−=     ⇒  最大化     (3-3) 
条件式： 121 =+ PP  
  ただし、 TC ：初期投資額の期待値 
      H ：情報論的エントロピー 
1P：Case1の事象が生起する場合で、 1nC と 2mC の
和の中で損害賠償等のために必要な費用が占
める比率を表す配分確率 
      2
P ：Case2 の事象が生起する場合で、 2mC の中で
安全確保を図るうえで必要な費用が占める比
率を表す配分確率  
尚、 1== mn の場合の 1P , 2P は一般構造物の
配分確率  





CF T=   ⇒  最小化              (3-4) 
  条件式； 121 =+ PP  
 





の残存価値として、大飯原発建設費（3 号基：平成 3 年建設で建
設費は 4600 億、4 号基：平成 5 年建設で建設費は 2500 億）から
算出される平均的建設費を用いて、3500 億円程度とし、この費
用の中には再稼働時の新たな安全対策費を含むものと仮定する。
　東電によると、2012 年 4 月の時点で原発事故の賠償に必要
な総額は 2 兆 5500 億円程度と見込んでいるが、崩壊した原発
の解体処分および除染のための費 は含まれておらず、最終的
に、原発事故の賠償金は 5 〜 6 兆円以上の規模に膨 上がる可
能性があるとされている。それ故、賠償金を含めた損害額を K
















定して、 K は 2 より大きくなると想定しても自然であろう。言
い換えれば、 K が 2 より大きい損害額の支払いを回避するため
に、新たな安全対策を講じたと云うことになる。
　ここで、大飯原発建設時に想定した損害額として 2=K を仮
定すれば、新たな安全対策後の損害額 6,5,4,3=K に対する optP ,2
の増加分、すなわち再稼働のための新たな安全対策費は、表 2
から 2.7%, 4.1%, 5.1%, 5.8% になる。金額にすると、それぞれ
94.5 億円、143.5 億円、178.5 億円、203 億円になる。因みに、福
44　原子力発電所再稼働の是非
島原発事故後の安全対策のための見込額は、公表分だけで原発
50 基に対して計 5000 億円に達し、1 基当たり概ね 100 億円（尚、 
関西電力は 11 基で、2000 億円超）程度になっていることを考え





6,5,4=K に対する optP ,2 の増加分は、金額にするとそれぞれ 49
億円、 84 億円、 108.5 億円となり、安全対策費 100 億円に相当す


























































































































lPf / を 1Pで置換すれば、次式になる。 
211 mCPnCCT +=                                  (A-1)  
  ただし、 TC ：原発再稼働による電力事業をおこすときの初
期投資額の期待値 
上式で、 121 =+ PP を用いると次のように変形できる。 
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　　　　　　　　　　　　　　　（A − 1）
　　 TC  発再稼働による電力事業をおこすときの初
期投資額の期待値























































lPf / を 1Pで置換すれば、次式になる。 
211 mCPnCCT +=                                  (A-1)  
  ただし、 TC ：原発再稼働による電力事業をおこすときの初
期投資額の期待値 
で、 121 =+ PP を用いると次のように変形できる。 
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